
大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 札幌大学

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

　基 礎 情 報

金額 件数

0

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

■受託研究
2017年度 2018年度

75

交流推進部研究支援

野中　よしの

011-852-9150

gakumu@ofc.sapporo-u.ac.jp

URLなし

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

0 0

実務者当たり研究者数 0 0

0

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0

0

共同研究の進捗管理とフィードバック

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

契約書での成果目標、達成時の明記

実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許権実施等件数

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上

民

間

と

の

受

託

研

究

件

数
金 額特許出願・活用実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1
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件
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 大学発ベンチャー数 0

無 部屋数

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

共同研究取扱規程

有 無 有

イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

株式の取扱等規程、ポリシー

受入 派遣

インセンティブ設計なしインセンティブ設計あり

大学・民間企業以外 産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間

民間企業

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 北海商科大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

10％以上15％未満 有 無 有 無

金額 件数

5,330 5 0

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

dmurakami@hokkai.ac.jp

■受託研究
2017年度 2018年度

35 0

事務室　庶務会計係

村上　大輔

011-841-1161

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

0 0

実務者当たり研究者数 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

0

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 0

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上

民

間

と

の

受

託

研

究

件

数
金 額特許出願・活用実績

産学連携担当部署の体制

件数

100
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1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 札幌国際大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

金額 件数

11,790 8 1,000 1,370

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

soumu@ad.siu.ac.jp

http://www.siu.ac.jp/04organ/researchchiiki/1829.html

■受託研究
2017年度 2018年度

106 0

総務課

松村　美貴

011-881-8844

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

1,004 2 1,630 3

1,004 2 1,370 2

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案 ○

2

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 1 106 1,004 2 1,370

共同研究の進捗管理とフィードバック ○

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記 ○

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中） ○

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

2

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上
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究

件

数
金 額特許出願・活用実績

産学連携担当部署の体制

件数
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 3 平均(目安)交渉期間 3ヶ月以上6ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 天使大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

金額 件数

8,710 7 0 1,100

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

zaimu@tenshi.ac.jp

■受託研究
2017年度 2018年度

69 0

財務室

豊島　利昭

011-741-1051

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

3,240 1 1,000 1

3,240 1 1,000 1

実務者当たり研究者数 3,240 1 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

1

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 0 0 0 0 1,000

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中） ○

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

1

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上
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数
金 額特許出願・活用実績

産学連携担当部署の体制

件数
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 富士大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

15％以上20％未満 有 無 有 無

金額 件数

0

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

f-chiiki@fuji-u.ac.jp

http//www.fuji-u.ac.jp/area

www.fuji-u.ac.jp/overview/jiko-com

■受託研究
2017年度 2018年度

41 0

地域連携推進センター

井手　俊一

0198-23-6221(647)

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

1,200 1

1,200 1

実務者当たり研究者数 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

1

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 2 21 1,200

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 宮城学院女子大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

10％以上15％未満 有 無 有 無

金額 件数

31,247 33 0

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

syomu@mgu.ac.jp

http://www.mgu.ac.jp/main/educations/external_funds/index.html

■受託研究
2017年度 2018年度

118 0

庶務課

飯島　珠恵

022-279-4698

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

3,325 2 0 1

3,325 2 0 1

実務者当たり研究者数 3,325 2 0 1

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

0

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 7 17 0 0 0

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

1

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 7 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備

文献をもとに、従来まで知られていなかった「ちゃきん」のルーツを明らかにするととともに、
「がんづき」についても石巻地域独自の特徴を明らかにした。

復興庁「新しい東北復興ビジネスコンテスト2018」JR東日本賞受賞

大手メーカーおよびコンビニチェーンが手がける製品と異なる特徴や価値を持つ菓子の開発
とマーケティング手法

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・民間企業等から大学等に求められた事項

石巻市の菓子業界は、大手メーカーやコンビニの製品との競合により、売上が減少してお
り、東日本大震災後は廃業する事業者が増加した。本事業では、地域の郷土菓子を取り上
げることにより、大手やコンビニとの差異化を図ることを念頭においた。

・研究開発のきっかけ

本事業のきっかけは、石巻製菓・製パン同業組合の組合長より業界活性化に関する相談を
受けたことに始まる。

東日本大震災後、石巻市の製菓業は減少傾向にある。本事業では、独自性を持つ石巻市
の郷土菓子を考察しながら、現代的な消費ニーズに基づくアレンジ郷土菓子（ちゃきん・がん
づき）の開発を目指した。

・成果

和菓子は若い世代には受け入れられないという課題があったが、かぼちゃ・カフェオレ・抹茶
味の「がんづき」とチョコレート・ブルーベリー味の「ちゃきん」を開発し、試験販売と消費者調
査を実施したところ、若年層にも受け入れられることが判った。

・実用化まで至ったポイント、要因

石巻市の産業復興を視野に入れたアレンジ郷土菓子の開発

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 東北文化学園大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

金額 件数

15,418 9 85,449 2,500

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

shomu-ka@office.tbgu.ac.jp

http://www.tbgu.ac.jp/combination

■受託研究
2017年度 2018年度

144 0

大学事務局庶務課

今井　亨

022-233-3310

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

1,840 2 2,579 3

0 0 0 0

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

0

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 0 0 0

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 0 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 尚絅学院大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

金額 件数

1,690 1 0

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

s-shinya@shokei.ac.jp

http://www.shokei.jp/region/pact.html

■受託研究
2017年度 2018年度

91 0

教育研究支援課

佐々木　真也

022-381-3503

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

0 0

実務者当たり研究者数 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

0

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 1 91 0

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 東北芸術工科大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

10％以上15％未満 有 無 有 無

金額 件数

28,567 25 32,145 37,841

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

endo.m@aga.tuad.ac.jp

http://kyoso.tuad.ac.jp/

■受託研究
2017年度 2018年度

169 2

地域連携推進課

遠藤牧人

023-627-2168

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

70,234 66 69,806 69

24,278 20 19,064 16

実務者当たり研究者数 4,830 5 4,782 3

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案 ○

13

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 4 42 19,448 15 14,282

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

11
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 4 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 4 42

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備

・H29年度からの継続事業として、令和元年には3年目の活動が進行している。目先の成果
にとらわることなく、長期的な視点に立って取り組んでいること。

山形新聞掲載（平成30年11月28日）。古内和傘店は「和風総本家」やNHK山形などでTV放送さ
れた。

・11月18・19日に開催される「第23回山形市伝統的工芸品まつり」において、完成品（もしく
は試作品）を発表することが求められていた。

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・民間企業等から大学等に求められた事項

・Ｈ29年度の活動を通して、大学（学生）と職人たちとの信頼関係が築かれていたことから、
実際に参加する学生が交代しても、より踏み込んだ商品開発へと進めることができた。

・研究開発のきっかけ

・山形市（商工観光部ブランド推進課）が所管し、毎年開催される「山形市伝統的工芸品まつ
り」に、ものづくりを学ぶ本学学生たちが参画し、若者のフィルターを通して伝統工芸を発信し
ていきたいとの申し出を受けた（H29年度）。

伝統工芸産業全体が縮小傾向にあり、このままでは従事者の減少や高齢化により優れた
伝統技術の承継もできず廃業を迎えてしまうことが危惧される。

・成果

ものづくりを学ぶ学生と伝統工芸産業の職人が、ものづくりに関する交流を行い、産業の魅
力の再確認と匠の技術を用いた新製品の開発に取り組んだ結果、手書きミニ和傘を始めと
するヒット商品が生まれた。

・実用化まで至ったポイント、要因

山形の「匠」たちとの連携活動

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

私

立 東北公益文科大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

10％以上15％未満 有 無 有 無

金額 件数

5,330 5 832

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

0 0

受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

200 1 0 0

0 0

0 0

senryaku@koeki-u.ac.jp

http://www.koeki-u.ac.jp/public_relations/sangakurenkei/

htttp://www.koeki-u.ac.jp/cgi-bin/search.cgi?idxname=course

■受託研究
2017年度 2018年度

43 0

大学戦略推進室

田畑 光佑

0234-41-1119

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

8,294 7 4,025 6

0 0 832 1

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

1

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 4 11 0 0 832

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 4 11

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計なし

受入 派遣

インセンティブ設計あり

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業

大学・民間企業以外

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 6ヶ月以上9ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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